
鹿児島市地域主体型コミュニティ交通運行支援モデル事業補助金交付要綱 

                                     

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公共交通を補完し地域交通の利便性を確保することを目的に、地域が自

主的に取り組む一定地域内で地域住民等を運送する交通手段（以下「地域主体型コミュニテ

ィ交通」という。）の運行に対し、予算の範囲内において鹿児島市地域主体型コミュニティ

交通運行支援モデル事業補助金を交付することについて、鹿児島市補助金等交付規則（平成

９年規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) ボランティア運送 自家用自動車を用いた対価を収受しない互助による運送で、道路運

送法上の許可又は登録を要しない運送形態をいう。 

 (2) 試験運行 地域主体型コミュニティ交通の導入に向けた運行の効果や公共交通への影響

等を検証することを目的に、地域団体が概ね３か月から１年の期間を定めた試験的な運行

を実施することをいう。 

(3) 本格運行 試験運行の結果、地域団体が地域主体型コミュニティ交通を導入し、継続的

な運行を実施することをいう。 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、次の各号に掲げる要件の全てを満たす地域団体とする。 

(1) 本市に活動の拠点を置く地域コミュニティ協議会、町内会その他市長が適当と認めた団

体であること。 

 (2) 定款、規約等を有し、責任者が明確で、団体として独立した経理を行っていること。 

(3) 市税が課税されている団体にあっては、納期の到来している市税を完納していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する団体は補助金の交付対象者とし

ない。 

(1) 暴力団及び暴力団員 

(2) 役員等が暴力団員であるなど、暴力団又は暴力団員が、その経営を実質的に支配してい

る団体 

(3) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している団体 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不当に提

供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の運営に協力し、又は関与して

いる団体 



(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している団体 

(6) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら不当な行為をするためにこれら

を利用している団体 

(7) 前各号のいずれかに該当する団体であることを知りながら当該団体と取引をしている団

体 

（補助金の交付対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲げ

る要件の全てを満たす地域主体型コミュニティ交通の運行とする。 

(1) 運行内容の設定又は変更について本市と事前に協議及び調整していること。 

(2) 公共交通の補完に資するボランティア運送の試験運行又は本格運行であること。ただし、 

専ら地域主体型コミュニティ交通運行に関わる団体が運営する施設の利用の送迎を目的と

した運送は除く。 

(3) 運行内容が各地域コミュニティ協議会の区域単位等における地域の実情や移動ニーズを

踏まえ、一定の効果が期待できること。 

(4) 既存の公共交通を阻害する恐れがないこと。 

(5) 運行区域が概ね本市域内で地域住民の日常生活の範囲であること。 

(6) 運転者が保障の対象となる自動車損害賠償責任保険及び任意の自動車保険又は移動サー

ビス専用自動車保険に加入している車両を使用すること。 

（補助金の交付対象期間） 

第５条 補助金の交付対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は、補助金の交付を

受けようとする会計年度期間とする。 

（補助金の交付対象経費） 

第６条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に掲げ

る補助対象事業に要する経費とする。ただし、利用者に実費を請求できる経費（燃料費、車

両使用料及び移動サービス専用自動車保険料）については、収受していない場合に限る。 

(1) 燃料費 

(2) 利用調整に係る人件費及びシステム手数料 

(3) 車両使用料 

(4) 運転者講習会（国土交通大臣認定）の受講に係る経費 

(5) 移動サービス専用自動車保険料 

２ 補助対象経費に係る消費税及び地方消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除

の対象となる消費税及び地方消費税の相当分については、補助の対象としない。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費から同様の費用を対象とする国及び県の補助金等を控除

した額とし、補助限度額は、補助対象期間内の試験運行及び本格運行合わせて１地域団体当



たり５０万円とする。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付の申請をしようとするときは、補助金の交付を受けようとする会計年度

における地域主体型コミュニティ交通運行の開始前までに、次に掲げる書類を市長に提出し

なければならない。 

(1) 鹿児島市地域主体型コミュニティ交通運行支援モデル事業補助金交付申請書（様式第１） 

(2) 事業計画書（様式第１の２） 

(3) 事業収支予算書（様式第１の３）  

(4) 暴力団排除に関する誓約・同意書（様式第１の４） 

(5) 概算払を希望する場合は、概算払申請書（様式第１の５） 

(6) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付条件） 

第９条 規則第６条第４項の規定による条件は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 運転者講習会の受講や運行責任の所在の明確化など安全確保や利用者保護に資する措置

及び周知について努めること。 

(2) 交付を受けた補助金については、地域主体型コミュニティ交通運行の目的に従って効率

的な運用を図ること。 

(3) 概算払を行う場合は、支払う金額 

(4) 概算払をした額が、精算に伴い確定した補助金の額を上回る場合には返還すること。 

（決定の通知） 

第１０条 市長は、第８条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認め

るときは、速やかにその内容を鹿児島市地域主体型コミュニティ交通運行支援モデル事業補

助金交付決定通知書（様式第２）により当該申請をした団体に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助対象団体」という。 

）は、試験運行又は本格運行が終了した日から３０日以内又は補助金の交付を受けようとす 

る会計年度の末日いずれか早い日までに、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

 (1) 事業実績報告書（様式第３） 

 (2) 事業実績書（様式第３の２） 

 (3) 事業収支決算書（様式第３の３） 

 (4) 補助対象経費の支出を証明する書類又はその写し 

 (5) その他市長が必要と認める書類 

（確定の通知） 

第１２条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合においては、当該報告に係る書類

等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該補助対象事業の成果が交付決定の内



容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、鹿児

島市地域主体型コミュニティ交通運行支援モデル事業補助金確定通知書（様式第４）を補助

対象団体に通知する。 

（補助金の交付） 

第１３条 補助対象団体は、概算払を希望し補助金の交付を受けようとするときは、鹿児島市

地域主体型コミュニティ交通運行支援モデル事業補助金概算払請求書（様式第５）を市長に

提出しなければならない。 

２ 前条の規定による通知を受けた補助対象団体は、補助金の交付を受けようとするときは、 

鹿児島市地域主体型コミュニティ交通運行支援モデル事業補助金交付請求書（様式第５の２ 

）を市長に提出しなければならない。ただし、概算払で補助金の交付を受けた補助対象 

団体は除く。 

（補助金の経理等） 

第１４条 補助対象団体は、当該補助金に係る経理について、その収支状況を明らかにするた

め、他の経理と明確に区別した帳簿等を備えておかなければならない。 

２ 前項の帳簿及び当該補助金の経理に係る証拠書類は、当該補助金の交付を受けた日の属す

る年度の終了後５年間保存しなければならない。 

（補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 


